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我が国における温室効果ガス排出量の現況

基準年
（原則1990年）

2007

（速報値）

京都議定書削減約束

（2008年～2012年）

13

12

11

10

排出量

（億トンCO2）

13億7,100万トン ＜前年度比＋2.3%＞
（＋8.7%）

13億4,000万トン
（+6.3%）

森林吸収源対策で
3.8%

京都メカニズムで
1.6%

の確保を目標

（+1.3%）

5.0%
8.3%

年度
2006

12億6,100万
トン

9.3%の削減が
必要

京都議定書目標達成計画における電力排出原単位目標
値(0.34kg- CO2 /kWh)であったと仮定した場合

(0.34kg-CO2/kWh

と仮定した場合)

1.1%の削減が必要
（+0.5%）

12億6,700万
トン

<前年度比-0.8%>

12億5,400万
トン

（-0.6%）

総量１３億０５００万トン （ＣＯ２）

企業・公共部門関連
約79%

２

エネルギー転換

（発電所、ガス工場、
製油所等での自家
消費分）

運輸
（家庭の自家用車、
貨物車、企業の自
家用車、船舶等）

廃棄物

（一般廃棄物、
産業廃棄物）

家庭
（家庭での冷暖房・
給湯、家庭の使用等）

業務その他

（商業・サービス・
事業所等）

36%

18%

19%

4%

3%

14%

6%

産業
（製造業、建設業、鉱
業、農林水産業での
エネルギー消費）

工業プロセス
（セメント製造時等
の化学反応による
ＣＯ 発生）

11億8,600万
トン
（-6%）

（温室効果ガス ＣＯ２ 換算）

（二酸化炭素排出量：エネルギー・非エネルギー含む）



温室効果ガスの排出抑制の量に関する目標（エネルギー起源ＣＯ２）

目標：208～210百万トン
（＋26.5％～＋27.9%）

目標：138～141百万トン
（＋8.5％～＋10.9%）

目標：66百万トン
（－2.3%）

目標：240～243百万トン
（＋10.3％～＋11.9%）

京都議定書目標

（2010年度）

（年度）

（
単
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ン
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2006 2007 2008 2009 2010

8080

482 百万 t

476百万 t

217百万t

249

164百万t
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運輸部門（自動車・船舶等）
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業務その他部門（商業・ｻｰﾋﾞｽ・事務所等）

産業部門（工場等）

＊

×

◆

２００７年度排出量

目標：424～428百万トン
（－12.1％～－11．3%）

＊

×

◆

（速報値）
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運輸部門におけるＣＯ２排出量

• 2001年度をピークに運輸部門からの排出量は減少傾向を示している。
• 貨物自動車は１９９６年度をピークにして減少、自家用乗用車は２００１年度をピークに減少

※2010年目標値は新・京都議定書目標達成
計画（2008年3月28日閣議決定）における対
策上位ケースの数値

268265
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（百万t-CO2）

二酸化炭素排出量

2001年度以降、運輸部門からの
排出量は減少傾向を示している。

14.6
％増

2007年度
（速報値）

2010年目標

240

貨物自動車

自家用乗用車

その他輸送機関
-5.3%

-5.7%

+40.5%

+15.5%

+7.6%

+21.8％
+1.2%

+9.5％

-7.1%

-2.6%

-7.9%

-7.8%

その他輸送機関：バス、タクシー、鉄道、船舶、航空
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・自動車グリーン税制（2001年度～）の効果
低公害車登録台数は約1,440万台
（2007年3月末現在）
・自家用乗用車からの排出量は、1990年度
比で41.9%増加しているが、前年度比1.6%
（200万t-CO2）減少している。

・トラックの自営転換の進展
トラック全体の輸送量に占める営業用ト
ラックの割合
77.2%（1997年度）→87.2%（2006年度）



地球温暖化対策推進スキーム

①京都議定書目達計画 ： 施策別

②自主行動計画 ： 業界別

③排出量取引の国内統合市場の試行的実施

≪排出量削減目標達成のための両輪≫

目標達成のための新しい取り組み
２００８年１０月試行開始

自動車単体対策、物流の効率化、
住宅・建築物の省エネ化等

トラック協会、不動産協会、ＪＲ各社等



国土交通省の地球温暖化対策

運輸部門

「自動車単体対策」
「走行形態の

環境配慮化」
＜約2,760～2,960万ｔ＞

「交通流対策」
＜約550＋α万ｔ＞

「物流の効率化」
＜約1,750～1,860万ｔ＞

「公共交通の
利用促進等」
＜約270～380万ｔ＞

環境負荷の小さい交通体系の構築

・自動車の燃費改善（トップラ
ンナー基準）
・低公害車の普及促進（クリー
ンエネルギー自動車等）
・エコドライブの普及促進
・バイオマス燃料 等

・トラック輸送の効率化
・鉄道、海運へのモーダルシフト
・国際海上コンテナ貨物の陸上輸
送距離削減 等

・鉄道等新線の整備
・既存鉄道・バスの利用促進
・通勤交通マネジメント 等

家庭部門・業務その他部門

「道路整備」

環状道路等
の幹線道路
ネットワーク
の整備 等

従来から進めてきている
施策であり、2010年の
CO2排出量算定の前提

・高速道路の多様で弾力的な料金

施策
・自動車交通需要の調整
・ＩＴＳの推進
・路上工事の縮減
・ボトルネック踏切等の対策 等

（注）＜数値＞は2010年度の排出削減・吸収見込量。

その他

「鉄道・航空の
エネルギー

消費効率の向上」
「テレワークの推進」
＜約280万ｔ＞

「住宅・建築物」
・断熱性能の向上
・空調設備等の効率化
＜約3,800万ｔ＞

・住宅：約930万ｔ 建築物：約2,870万ｔ
・改正省エネ法による大規模な住宅・建築物に係る担保措置の強化、一定の中小
規模の住宅・建築物も省エネ措置の届出義務の対象に追加等
・証券化ローンの枠組みの活用、住宅・建築物省CO2推進モデル事業等
・住宅の省エネ改修促進税制等
・評価・表示による消費者等への情報提供（CASBEE・住宅性能表示制度） 等

「下水道」
・新エネ、省エネ化
＜約90万ｔ＞

・下水道における資源、エネルギーの有効利用
・下水道施設のエネルギー使用量の削減 等

「建設施工」
・低燃費型建設機械

の普及
＜約20万ｔ＞

「下水汚泥処理」
・高温燃焼（８５０℃）化

＜約130万ｔ＞

「都市緑化等」
＜約74万ｔ＞

（国土交通省以外の担当分野を一部含む）

総務省分を含む

自動車・道路交通対策

産業部門

一酸化二窒素対策 温室効果ガス吸収源対策

（「京都議定書目標達成計画」国土交通部門施策スキーム）

※本資料については数値目標を掲げた施策のみ掲載

経済産業省・環境省分を含む 警察庁分を含む


